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平
成
19
年
６
月
に
「
地
方
公
共
団
体
の

財
政
の
健
全
化
に
関
す
る
法
律
」
が
制
定

さ
れ
ま
し
た
。
こ
れ
に
よ
り
、
地
方
公
共

団
体
は
、
毎
年
度
の
決
算
時
に
一
般
会
計

等
の
財
政
状
況
を
示
す
「
健
全
化
判
断
比

率
」
お
よ
び
公
営
企
業
の
経
営
状
況
を
示

す
「
資
金
不
足
比
率
」
を
算
定
・
公
表
す

る
こ
と
が
義
務
付
け
ら
れ
ま
し
た
。

そ
こ
で
、
平
成
20
年
度
の
決
算
を
基
に

し
た
、
市
の
健
全
化
判
断
比
率
を
次
の
と

お
り
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

健全化判断比率とは、次の４つの指標(①～④)を言います。このうち、
いずれかが法で示す早期健全化基準以上の場合、または公営企業におい
ては資金不足比率が経営健全化基準以上になった場合には、議会の議決
を経て財政健全化計画等を策定し、計画的な健全化対策に取り組まなく
てはならないことになります。

【早期健全化基準】
健全化判断比率のいずれかが、この数値を超えた場合には、財政健全

化計画を定めなければならないことになっています。この財政健全化計

画は、議会の議決を経て定め、速やかに公表し、総務大臣・県知事への

報告等をしなければならないことになっています。

【財政再生基準】
健全化判断比率のいずれかが、この数値を超えた場合には、財政再

生計画を定めなければならないことになっています。この財政再生計

画は、議会の議決を経て定め、速やかに公表し、総務大臣に協議し、

その同意を求めることができることになっています。

健全化判断比率の状況（平成20年度）

平
成
20
年
度
決
算
に
基
づ
く
健
全
化
判
断
比
率
お
よ
び
資
金
不

足
比
率
に
つ
き
ま
し
て
は
、
早
期
健
全
化
基
準
お
よ
び
財
政
再
生

基
準
を
す
べ
て
下
回
っ
て
お
り
、
羽
生
市
の
財
政
状
況
は
財
政
健

全
化
法
で
は
、
健
全
段
階
に
あ
る
と
い
う
結
果
と
な
り
ま
し
た
。

ま
た
、
前
年
度
と
比
較
し
ま
す
と
、
実
質
公
債
費
比
率
に
つ
い

て
は
、
０
・
８
パ
ー
セ
ン
ト
の
減
と
な
り
、
将
来
負
担
比
率
に
つ

い
て
は
、
18
・
３
パ
ー
セ
ン
ト
の
減
と
な
り
ま
し
た
。
こ
れ
は
、

借
入
の
抑
制
、
繰
上
償
還
の
実
施
や
基
金
保
有
額
の
増
加
な
ど
、

将
来
負
担
の
軽
減
を
図
る
た
め
の
財
政
健
全
化
へ
の
取
り
組
み
の

成
果
が
少
し
ず
つ
表
れ
て
き
た
も
の
と
考
え
ら
れ
ま
す
。
現
在
の

と
こ
ろ
、
他
団
体
の
平
成
20
年
度
の
算
定
状
況
は
明
ら
か
に
な
っ

て
い
ま
せ
ん
が
、
こ
れ
ま
で
の
公
債
費
負
担
の
状
況
や
土
地
開
発

公
社
の
負
債
額
な
ど
を
勘
案
す
る
と
、
羽
生
市
の
比
率
は
県
内
に

お
い
て
高
い
所
に
位
置
す
る
と
思
わ
れ
ま
す
の
で
、
引
き
続
き
財

政
健
全
化
へ
の
取
り
組
み
を
進
め
て
い
き
ま
す
。

【経営健全化基準】
資金不足比率が、この数値を超えた場合には、経営健全化計画を定めなければならな

いことになっています。この経営健全化計画は、議会の議決を経て定め、速やかに公表

し、総務大臣・県知事への報告等をしなければならないことになっています。

資金不足比率とは、各公営企業(水道事業・下水道事業)の資金不足額が、事業の規
模に対してどのくらいの割合になるのかを示した指標です。
この資金不足比率が法で示す経営健全化基準以上になった場合には、議会の議決を
経て経営健全化計画を定め、速やかに公表し、総務大臣および県知事等に報告等を行
い、計画的な経営健全化対策に取り組まなくてはならないことになっています。

②連結実質赤字比率
全会計の実質的な赤字額が、標準的な収入に対して
どのくらいの割合になるのかを示す指標です。

①実質赤字比率
一般会計等の実質的な赤字額が、標準的な収入に対して
どのくらいの割合になるのかを示す指標です。

一般会計等の実質赤字額
実質赤字比率＝────────────

標準財政規模

一般会計等：一般会計、住宅資金貸付事業特別会計、中小企業従
業員退職金等共済事業特別会計、定額給付金給付事
業特別会計、子育て応援特別手当支給事業特別会計

③実質公債費比率
一般会計等の借入金の実質的返済額が、標準的な収入に対して
どのくらいの割合になるのかを示す指標です。

(地方債の元利償還金等)－

(特定財源＋元利償還金等に係る基準財政需要額算入額※１)
実質公債費比率＝─────────────────────────
(３か年平均) 標準財政規模－(元利償還金に係る基準財政需要額算入額※１)

地方債の元利償還金等：一般会計等の地方債償還だけでなく、一般会
計の繰出金のうち公営企業債（下水道事業な
ど）の償還に充てたものを含みます。

特定財源：地方債の償還に充当される住宅使用料や都市計画税など

健全化判断比率

羽 生 市 �

早期健全化基準�

財政再生基準�

平成20年度

実質赤字額なし

13.20

20.00

平成19年度

実質赤字額なし

13.24

20.00

平成19年度

18.24

40.00

平成20年度

18.20

40.00

連 結 実 質 �
赤字額なし�

連 結 実 質 �
赤字額なし�

平成19年度

13.2

25.0

35.0

平成20年度

12.4

25.0

35.0

前年比(％)

▲ 0.8�

－�

－�

平成19年度

166.5

350.0

－�

平成20年度

148.2

350.0

－�

前年比(％)

▲ 18.3�

－�

－�

健全化判断比率�
①実質赤字比率�②連結実質赤字比率� ③実質公債費比率� ④将来負担比率�

④将来負担比率
一般会計等が抱える実質的な負債の残高が、標準的な収入に対して
どのくらいの割合になるのかを示す指標です。

※１：国が決めた特定の事業の地方債の元利償還金等は、当該年度の地方
交付税に算入されているために除きます。

※２：国が決めた特定の事業の地方債の元利償還金等は、将来、地方交付
税に算入されるために除きます。

将来負担額－(充当可能基金額＋特定財源見込額
＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額※２)

将来負担比率＝─────────────────────────
標準財政規模－(元利償還金等に係る基準財政需要額算入額※１)

将来負担額：一般会計等の地方債現在高、公営企業債のうち一般会計等
からの負担見込額、一般会計等が負担する見込みの職員退
職手当支給予定額、土地開発公社等の負担見込額等

連結実質赤字額
連結実質赤字比率＝─────────

標準財政規模

資金の不足額(一般会計等の実質赤字額に相当するもの)
資金不足比率＝─────────────────────────

事　業　の　規　模

連結実質赤字額：全会計の赤字額（資金不足額）から黒字
額（資金剰余額）を引いた額

資金不足比率算
定
結
果

羽 生 市 �

経営健全化基準�

平成19年度

資金不足額なし
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平成20年度

資金不足額なし
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平成19年度

資金不足額なし

20.0

平成20年度

資金不足額なし

20.0

資金不足比率�
水　道　事　業　会　計� 下 水 道 事 業 特 別 会 計�

資金不足比率の状況（平成20年度）
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市
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員
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人
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▽
企
画
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間
下
達
士
（
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画
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課
長
）
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企

画
財
務
部
企
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課
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英
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ま
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づ
く
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部
都
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画
課
長
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▽
ま
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づ
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部
都
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計
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課
長
　
大
戸
弘
道
（
ま
ち
づ
く
り
部
都
市

計
画
課
付
参
事
）
▽
ま
ち
づ
く
り
部
都
市
計
画
課
付
参
事
　
中
村
和
彦

（
ま
ち
づ
く
り
部
都
市
計
画
課
付
副
参
事
）


